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TRIPS 協定第 39 条に基づいて営業秘密の保護を設定しているものの、第 39 条のミニマ
ムスタンダードが曖昧というところから、ハーモナイゼーションが本当にできているか否































った。第 10 条の 2 は、1897 年の準備会合におけるフランス代表による提案に基づき、












































 営業秘密の保護は、主に州法により行われ、20 世紀末までは、2 つの基本的形式のうち
1 つの形式を取るものであった：統一営業秘密法（英：Uniform Trade Secrets Act）に基づ
く各州の法；又は、営業秘密に関するリステイトメント（不正競争法リステイトメント、


























 2016 年に、欧州において営業秘密に関する EU の指令ができた。未公開のノウハウおよ
び事業情報（営業秘密）の不法な取得、使用および開示に対する保護に関する指令（英：
Directive on the protection of undisclosed know-how and business information (trade 
secrets) against their unlawful acquisition, use and disclosure）は、2015 年 12 月 15 日付













































 全体的に営業秘密の保護強化が行われた不正競争防止法の平成 27 年改正では、日本の
営業秘密の保護の水準が欧米のレベルと根本的に同様レベルに至った。 
 不正競争防止法の下で保護される営業秘密の国際的なハーモナイゼーションをした日本






















 ブラジルにおいて、不正競争防止規定は産業財産法第 195 条にて規制されている。営




すること」が 不正競争の罪を犯すことになると定められている。また、第 195 条の(XII)






























































































ここまで歴史的に考えてきたように、1925 年のパリ条約のヘーグ改正から 1994 年の
TRIPS 協定までおよそ 70 年が経ち、TRIPS 協定から日本の 2015 年の不正競争防止法改
正や 2016 年の DTSA および EU 指令までは凡そ 20 年間が経った。90 年間では、様々な
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議論が行われた結果、日欧米の現行の保護において、類似するところを検討すると、やっ
と本質的な営業秘密に関わるミニマムスタンダードに関するある程度の同意が見られるよ
うになった。日欧米の制度の比較をしたら、営業秘密の保護に関するミニマムスタンダー
ドの普及に向けて、様々な示唆が得られると考える。一方ブラジルでは、日欧米に比べて、
保護体制には穴が空いているところが多かった。 
営業秘密の定義については、TRIPS 協定から図った基準が相応しいスタートラインだと
考える。しかし、営業秘密の性質に関する議論がまだ続いている中、営業秘密に関する侵
害行為を類型することによって、保護体制に安定性を与える効果があることも期待できる。
どのような行為が侵害になるかが、ある程度の模索がついたら、保有者と保有者ではない
者（従業員等）の間のバランスが測り易くなる。 
このミニマムスタンダードを基に更なる議論が行われることも期待したい。絶対的では
ない知的財産法と同じように、営業秘密法もテクノロジーの発展に伴われる社会変化を視
野に入れながら、国際機関による営業秘密保護の加減を含む自らのスタンダードを常に調
整、かつ調和を絶えずに追求していくことが重要であると考える。そして前章でも示して
きたように、営業秘密の保護をめぐる様々なミニマムスタンダードの追求過程から期待で
きる国内国際的な経済効果は著しい。したがって、営業秘密保護に関する議論は法学にお
いてますます不可欠なトピックとなっていくのは間違いないだろう。 
